
 

不 動 産 取 得 税（免 除）の 手 引 

〔産業立地促進税制（免除）〕 

 

 航空宇宙産業の集積拡大を図るため、企業立地の初期投資の軽減となる支援策として、航空宇宙

関連産業の製造業を対象に、土地や家屋にかかる不動産取得税を免除し、県内外からの企業立地を

促進しています。 

 

対 象 区 域 

①「アジアNo.1航空宇宙産業クラスター形成特区」(以下「特区」)の区域 

②特区の区域が所在する市町村の長の申出に基づき、航空宇宙産業の立地の 

促進を図る必要があると認めて知事が指定した区域 

対 象 期 間 対象区域の指定のあった日から令和７年３月３１日まで 

 

対

象

不

動

産 

対象家屋 

事業（航空宇宙関連産業の製造業）の用に供するために、対象期間中に新築 

された家屋 

・新築以外(増築等)は対象外(登記事項証明書等で確認)  

・新築の日が対象期間後であっても、土地の取得から３年以内ならば対象 

対象土地 

対象期間中に取得し、その取得の日から３年以内に対象家屋を取得した場合 

における対象家屋の敷地となる土地 

 

・対象家屋を取得しない場合(例:土地を他者に賃貸する場合など)は、土地は対

象外となります。  

・土地と家屋を取得する者が異なるときでも、土地の取得者が対象家屋の取得者

と完全支配関係(※)にある場合は、土地が対象となります。 
※法人税法第２条第１２号の７の６に規定する関係（100％出資関係等） 

要   件 

当該家屋等が、次のいずれにも該当すること 

 ①設備投資額(※)が１億円以上 

※家屋及び償却資産の取得費用（土地を除く） 

 ②常時雇用する労働者が５人以上 

③原則、家屋取得後６か月以内に事業を開始すること 

④事業を開始した日から３か月間の対象家屋で行われた事業の実績(生産量又は売上

額)のうち、航空宇宙関連産業の製造業の占める割合が２分の１以上あること 

軽 減 額 不動産取得税額の全額 

 
注１：愛知県暴力団排除条例に規定する暴力団員又は暴力団若しくは暴力団と密接な関係を有する者

は、制度の適用対象とはなりません。 
注２：土地の場合は取得前、建物の場合は着工前に対象区域となっていることが必要です。 

 

R4.4施行 
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申請手続 

 

１ 土地を取得した際の徴収猶予手続 

 ・取得した土地について、課税免除となる不動産取得税額の徴収を猶予します。 
  （最長３年間。土地を賃借する場合や以前に取得した土地は対象外となるため、この手続きは不要です。） 

１ 
 

徴 

収 

猶 

予
（
土
地
） 

        内      容 提出書類  提出期限  提出先 

①確認申請 対象となる不動産(土地)を取得

した者である旨を申請して、確認を受けて

ください。 

⇒申請後、県から確認結果通知を発行します。 

①対象不動産確認

申請書 

 （様式第１又は 

様式第２） 

※１ 

土地を取得し 

た日から３０ 

日以内 

経済産業局 

産業部産業立 

地通商課 

    
 ◎取得税申告 不動産取得税(土地)の申告

をしてください。 

※２ 

◎不動産取得税申

告書 

土地を取得し 

た日から６０ 

日以内 

各県税事務所 

    
②猶予申告 徴収猶予の申告をしてください。 

（①確認申請による確認結果通知を添付） 

②徴収猶予申告書

（様式第６又は 

様式第７） 

 ※３ 

土地を取得し 

た日から６０ 

日以内 

各県税事務所 

※１ 家屋を取得する予定の者と完全支配関係がある者が土地を取得した場合は、確認申請時

に対象不動産確認申請書（様式第２）及び完全支配関係に関する申立書（様式第３）を

提出してください。 

※２ 徴収猶予手続を行わない場合も、不動産取得税の申告は必要です。ご注意ください。 

※３ 家屋を取得する予定の者と完全支配関係がある者は徴収猶予申告書（様式第７）を提出

してください。 

 

 

２ 家屋を取得した際の徴収猶予手続 

・対象となる家屋取得後に行う手続きです。 

・取得した家屋について、課税免除となる不動産取得税額の徴収を猶予します。（最長１年間。） 

２ 
 

徴 

収 

猶 

予
（
家
屋
） 

        内      容 提出書類  提出期限  提出先 

①確認申請 対象となる不動産(家屋)を取得

した者である旨を申請して、確認を受けて

ください。 

⇒申請後、県から確認結果通知を発行します。 

①対象不動産確認

申請書 

 （様式第１） 

 ※１ 

家屋を取得し 

た日から３０ 

日以内 

経済産業局 

産業部産業立 

地通商課 

    
 ◎取得税申告 不動産取得税(家屋)の申告

をしてください。 

※２ 

◎不動産取得税申

告書 

家屋を取得し 

た日から６０ 

日以内 

各県税事務所 

    
②猶予申告 徴収猶予の申告をしてください。 

（①確認申請による確認結果通知を添付） 

②徴収猶予申告書

（様式第８） 

家屋を取得し 

た日から６０ 

日以内 

各県税事務所 

※１ 家屋取得日と事業開始日の間隔が短い場合などは、徴収猶予手続を行うメリットが少な

いことがあります。 

※２ 徴収猶予手続を省略した場合も、不動産取得税の申告は必要です。ご注意ください。 
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３ 免除手続(必須) 

・事業開始後に行う手続きです。 

・土地、家屋(土地を賃借する場合や対象区域となる前に土地を取得した場合は家屋の

み)について、税額を免除します。 

・徴収猶予手続を行った場合も、この免除手続は必要です。ご注意ください。 

３ 
 

免 

除 

       内      容 提出書類  提出期限  提出先 

①確認申請 対象となる不動産(土地、家屋)

を取得した者である旨の申請をして、確認

を受けてください。 

⇒申請後、現地確認等を行い、県から確認結

果通知を発行します。 

①対象不動産確認

申請書 

（様式第１又は 

様式第２） 

 ※１ 

事業を開始し 

た日から３か

月以降４か月

以内 

経済産業局 

産業部産業立 

地通商課 

②免除申請 不動産取得税の免除申請をして

ください。 

 (①確認申請による確認結果通知を添付) 

②不動産取得税減

額等申請書 

 （様式第４又は 

様式第５） 

※２ 

確認結果の通 

知日以降 

各県税事務所 

※１ 免除対象事業者と完全支配関係がある者が免除申請する場合は、確認申請時に対象不動

産確認申請書（様式第２）及び完全支配関係に関する申立書（様式第３）を提出してく

ださい。 

※２ 免除対象事業者と完全支配関係がある者は不動産取得税減額等申告書（様式第５）を提

出してください。 

 

申請手続きの流れ 

 

［土地取得時］  

 

 

 

 

 

窓口:県産業立地通商課  窓口:県税事務所 

①確認申請 免除対象の工場等の敷地で

ある旨の確認を受ける申請 

・土地の取得後３０日以内 

・対象不動産確認申請(猶予)(様式第１

又は様式第２)及び添付書類を提出 

 

 

◎取得税申告 不動産取得税の申告 

・土地の取得後６０日以内 

・不動産取得税申告書を提出 
   

 

県産業立地通商課にて審査 

「確認結果通知」を発行(送付)  

 

申請者受領 

 

窓口:県税事務所 

  猶予を受けた場合で、建築工事の遅れ等により 

 申告の予定期日までに家屋を取得できない場合

は、猶予申告した県税事務所に連絡するとともに、

県税事務所に家屋取得時期の遅れが分かる資料を

ご提出ください。 

なお、土地取得後３年以内に対象家屋を取得し

ない場合は、免除の対象となりません。この場合、

猶予された税額を納税いただくことになります。 

 ②猶予申告 不動産取得税の猶予の申告 

 ・徴収猶予申告(様式第６又は様式第７) 

  (「確認結果通知」を添付) 

  

（県税事務所）徴収猶予通知 

土地の取得→登記 
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［家屋取得時］  

 

 

 
 

窓口:県産業立地通商課  窓口:県税事務所 

①確認申請 免除対象の家屋(工場等)で

ある旨の確認を受ける申請 

・家屋の取得後３０日以内 

・対象不動産確認申請(猶予)(様式第１

又は様式第２)及び添付書類を提出 

 

 

◎取得税申告 不動産取得税の申告(免除を受けない

場合も必要) 

・家屋の取得後６０日以内 

・不動産取得税申告書を提出 
    

 

県産業立地通商課にて審査 

 「確認結果通知」を発行(送付)  

 

 

申請者受領 

窓口:県税事務所 

当該家屋（工場等）での事業開始  ②猶予申告 不動産取得税の猶予の申告 

 ・徴収猶予申告(様式第８) 

  (「確認結果通知」を添付) 

原則、家屋取得から６か月以内に事業を開始して

ください。６か月以内に事業開始できない場合

は、先に不動産取得税額全額を納税していただく

場合があります。 

（後日要件を満たした場合は還付） 
  

（県税事務所）徴収猶予通知 
（通知がない場合もあります） 

事業開始後3か月間の実績（生産量又は売

上高）を事業開始後4か月以内にご提出い

ただきますので、ご注意ください。 

 

 

 

窓口:県産業立地通商課  

①確認申請免除対象の家屋(工場等)で

ある旨の確認を受ける申請 

・事業開始後４か月以内 

・対象不動産確認申請(課税免除)(様

式第１)及び添付書類を提出 

 

 

 

      

県産業立地通商課にて 

書類審査 ⇒ 現地確認 

 「確認結果通知」を発行(送付)  

 

 

 

申請者受領 

 

窓口:県税事務所 

 ②免除申請 不動産取得税の免除の申請 

 ・減額等申請書(様式第４又は様式第５) 

 (「確認結果通知」を添付) 

   

（県税事務所）課税免除通知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○様式は次からダウンロードできます。 

 https://www.pref.aichi.jp/ricchitsusho/yuuguu/zeisei.htm (様式第1～８) 

 https://www.pref.aichi.jp/zeimu/sinsei/index.html  (不動産取得税申告書) 

 

家屋（工場等）の取得（完成）→登 記 
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記載例  

様式第１（第７条－第10条関係）記載例 

 

 

 

 

                       

対象不動産確認申請書 

 
 年   月   日 

  

 

愛 知 県 知 事 殿 

 
         申請者 住   所              

（所在地）                
    氏   名              

（名称及び代表者氏名）         

（電話番号    ―    ―    ） 

 

 

 産業立地の促進のための不動産取得税の減額等に関する条例施行規則     の規定により、次

のとおり確認を申請します。 

 

 減額 ・課税免除 ・徴収猶予  

主たる

業種 
○○製品(部品)製造業 資本金 ○○千円 従業員数 ○○人 

 
 
 
 
 
 

土 
 

地 

所 在 地 ○○市○○町○○番、○○番 （又は、別紙のとおり） 

地 目 宅地、雑種地  （又は、別紙のとおり） 

地 積 ○○㎡ （又は、別紙のとおり） 

取 得 年 月 日 令和○年○月○日 (賃貸の場合は━━ <横線>を記載) 

賃 貸 借 年 月 日 令和○年○月○日 (取得の場合は━━ <横線>を記載) 

取

 

得

 

不

 

動

 

産 
家 

 

屋 

所    在    地 ○○市○○町○○番地 

家 屋 番 号 ○番○○ （猶予申請の場合は ━━〈横線〉を記載） 

種 類 工場、倉庫 

構 造 鉄骨造３階建、鉄骨造平家建 

床 面 積 ○○㎡ 

居住の用に供する部分

の床面積 
なし （又は○○㎡）   

対象事業以外の事業の用
に供する部分の床面積 

なし （又は○○㎡）    

用          途 ○○○○の製造工場 

取 得 価 額 ○○○○○円（税抜価格で記入） 

取 得 年 月 日 令和○年○月○日 

事 業 開 始 年 月 日 令和○年○月○日                  

償却資産の取得価額 ○○○○円（税抜価格） 常時雇用する労働者数 ○○人  

備       考  

第7条 

第8条 

第9条 

第10条 

該当するものを囲む 

土地・家屋取得時→徴収猶予  

事業開始3ヶ月経過時→課税免除 

履歴事項全部証明書等を参照し、主たる業種を具

体的に記載 

会社全体での従業員数を記載 

（パートも含む、役員は除く） 

土地の登記事項証明書と同一内容を記載 

筆数が多い場合は「別紙のとおり」として内訳を添付 

（P9参照） 

複数筆ある場合は合算の上、内訳別紙を添付 

土地の登記事項証明書の所有権に関する事項の原因日

を記載 

家屋の登記事項証明書と同一内容を記載 

 

階数・建屋が複数ある場合は合算して記載 

棟数が多い場合は合算の上、内訳別紙を添付 

建物の登記事項証明書表題部の原因及びその日

付を記載 

建物以外の償却資産の合計額を記載（税抜価格） 

申請する当該家屋での労働者数を記載 

（パートも含む、役員は除く） 

事業開始日は、製造等の事業を開始した日を指します。 

※対象工場の一部に余剰スペース等があっても可。 猶予申請時は、予定内容を記載 
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様式第２（第７条－第10条関係）記載例 

対 象 不 動 産 確 認 申 請 書              

年  月  日  

 愛 知 県 知 事 殿 

申請者 住   所                 
（ 所 在 地 ）                
氏   名                
（名称及び代表者氏名）           

（電話番号    ―    ―    ）  

 

 

 

 産業立地の促進のための不動産取得税の減額等に関する条例施行規則    の規定により、

次のとおり確認を申請します。 

減額 ・ 課税免除・ 徴収猶予 ←該当するものを囲む 

主たる業種 様式第１参照 資本金 
○○千円 

様式第１参照 
従業員数 

○○人 

様式第１参照 

取得土地 

所 在 地 

様式第１参照 
地 目 

地 積 

取 得 年 月 日 

  対象事業者 

住 所 
対象家屋を取得した者の住所(会社である場合は本社所在地)を

記載（徴収猶予申請時は家屋取得予定者を記載） 

氏 名 
（名称及び代表者氏名） 

対象家屋を取得した者の名称を(会社である場合は代表者氏名

も)を記載（徴収猶予申請時は家屋取得予定者を記載） 

  対象家屋 

所 在 地 

様式第１参照 

家 屋 番 号 

種 類 

構 造 

床 面 積 

居住の用に供する部分の
床面積 

対象事業以外の事業の用
に供する部分の床面積 

用 途 

取 得 価 額 

取 得 年 月 日 

事 業 開 始 年 月 日 

償却資産の取得価額 
○○○○円  

様式第１参照 
常時雇用する労働者数 

○○人  

様式第１参照 

備 考  

 

 

 

第７条 

第８条 

第９条 

第10条 

減額 
免除 

減額 
免除 
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様式第３（第７条－第10条関係）記載例 

 

完全支配関係に関する申立書 

 

                                    年   月   日 

  

愛 知 県 知 事 殿 

 

                   申請者 住   所 

                       （所在地） 
                       氏   名               
                       （名称及び代表者氏名） 
 
                       （電話番号    －    －     ） 

 

 

 次のとおり  対象事業者との間に産業立地の促進のための不動産取得税の減額等に関する条例 

 

第２条第２項に規定する完全支配関係があることを申し立てます。 

 

家 屋 取 得 （ 予 定 ） 年 月 日 

令和○年○月○日 (徴収猶予申請時は予定日を記載) 
免除申請時は、①建物の登記事項証明書の表題部の原因及びその日付 又は  

②契約書等に取得年月日が明記されている場合はその日 を記載 

  対象事業者 

住 所 
対象家屋を取得した者の住所(会社である場合は本社所在地)を 

記載（徴収猶予申請時は家屋取得予定者を記載） 

氏名（名称及び代

表者の氏名） 

対象家屋を取得した者の名称を(会社である場合は代表者氏名も) 

記載 （徴収猶予申請時は家屋取得予定者を記載） 

出資関係を系統

的に示した図 

 

記載例： 

 

 

 

 

 

備 考  

 

 

減額 
免除 

減額 
免除 

１００％出資 

A 社 

B 社 
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様式第１（確認申請書）の添付書類 

１ 土地の徴収猶予手続の添付書類 

添付書類 １ 対象家屋の敷地となる土地に係る売買契約書の写し 
２ 対象家屋の敷地となる土地の登記事項証明書 
３ 対象家屋において行われる免除対象事業の計画を記載した書類 
※３は「免除対象家屋で行う事業に関する計画書」 又は 計画を記載した書類（様式任意） 

４ 対象家屋の敷地となる土地を取得した者が会社である場合は、その登記事項証明書 
５ その他、知事が必要と認める書類 
※５は必要により個別依頼（操業開始予定時期を確認できる書類（事業計画書等）） 

※申請する区域が、土地区画整理事業の区域の場合は上記に加えて仮換地証明書等を添付 

提出期限 対象家屋の敷地となる土地を取得した日から３０日以内 

 

２ 家屋の徴収猶予手続の添付書類 

添付書類 １ 対象家屋の登記事項証明書 
２ 対象家屋において行われる免除対象事業の計画を記載した書類 
※２は「免除対象家屋で行う事業に関する計画書」 又は 計画を記載した書類（様式任意） 

３ 対象事業者が会社である場合にあっては、その登記事項証明書 
４ その他、知事が必要と認める書類 
※４は必要により個別依頼 

提出期限 対象家屋を取得した日から３０日以内 
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３ 免除手続の添付書類 
添付書類 １ 対象家屋の敷地となる土地に係る売買契約書又は賃貸借契約書の写し 

２ 対象家屋に係る売買契約書又は新築工事の請負契約書の写し及びこれらの契約書に

係る領収書の写し 

※２の領収書等は振替書などで他の内容と一体となっている場合は、該当部分以外の黒消可   

３ 対象不動産(軽減を申請する土地・家屋）の登記事項証明書 

４ 対象家屋の配置図及び平面図 

※４は対象家屋が対象事業に使われていること(住居、対象事業以外との区分)がわかる図面 

５ 対象家屋及びその敷地となる土地において対象事業の用に供する償却資産の名称及

び取得価額を証する書類 
※５は、固定資産台帳の写し 又は 主たる償却資産について種類、名称、取得年月日、取得価

額を記載した書類(様式任意) 

６ 対象家屋において常時雇用する労働者の数を証する書類 

※６は、社員名簿など、既存のもののコピー(支障がある内容･項目は黒消し可) 又は、 

氏名、職名、所属、生年月日、正規雇用者の場合は採用年月日(正規雇用者以外は雇用期間)な

どを記載した書類(様式任意)。 

※常時雇用する労働者とは、申請者が直接雇用する労働者を指します。（役員、人材派遣、出向者

等は常時雇用する労働者数には含まれないので注意） 

（不動産賃貸業の場合は、申請者が直接雇用する労働者に加えて賃貸先が雇用する労働者も可） 

７ 対象家屋において行われた対象事業の三月間の実績（生産量又は売上額）を記載した

書類 
※７は「免除対象事業に関する報告書」 又は 実績を記載した書類（様式任意） 

８ 対象事業者が会社である場合にあっては、その登記事項証明書 
９ その他、知事が必要と認める書類 
※９は、必要により個別依頼 

提出期限 対象家屋が最初に事業の用に供された日から４か月以内 

注：提出期限までに添付書類(登記事項証明書等)が整わないおそれがある場合などは、個別相談により、

登記申請書などで代替対応して仮受付を行うなどの対応を行います。P10 の提出先まで、ご相談く

ださい。 
 

所在地が複数になる場合の別紙内訳の作成例 常時雇用する労働者の数を証する書類の例 
 

別紙 

所在地 地目 地積 

○○市○○番地 宅地 ○○㎡ 

○○市○○番地 雑種地 ○○㎡ 

… … … 

 

○○会社○○工場 社員名簿 

氏名 所属･職位 採用年月日 

○○○○ ○○班長 H  .   .   

○○○○ ○○ H  .   .   

… … … 
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様式第２（確認申請書）の添付書類 

１ 土地の徴収猶予手続の添付書類 

添付書類 １ 対象家屋の敷地となる土地に係る売買契約書の写し 
２ 対象家屋の敷地となる土地の登記事項証明書 
３ 完全支配関係に関する申立書（様式第３） 
４ 対象家屋において行われる対象事業の計画を記載した書類 
 ※４は「免除対象家屋で行う事業に関する計画書」 又は 任意様式 

５ 対象家屋の敷地となる土地を取得した者が会社である場合は、その登記事項証明書 
６ その他、知事が必要と認める書類 
 ※６は必要により個別依頼（操業開始予定時期を確認できる書類（事業計画書等）) 

※申請する区域が、土地区画整理事業の区域の場合は上記に加えて仮換地証明書等を添付 

提出期限 対象家屋の敷地となる土地を取得した日から３０日以内 

 

２ 免除手続の添付書類 
添付書類 １ 対象家屋の敷地となる土地に係る売買契約書の写し 

２ 対象家屋の敷地となる土地の登記事項証明書 
３ 完全支配関係に関する申立書（様式第３） 
４ 対象家屋の敷地となる土地を取得した者が会社である場合は、その登記事項証明書 
５ その他、知事が必要と認める書類 

※５は、対象事業者と完全支配関係があることを証する書類（法人税の申告書類、株主名簿、株主総会資 

料、財産目録等）の写し及び公表同意書を提出 

提出期限 対象家屋が最初に事業の用に供された日から４か月以内 

注：提出期限までに添付書類(登記事項証明書等)が整わないおそれがある場合などは、個別相談により、

登記申請書などで代替対応して仮受付を行うなどの対応を行います。下記の提出先まで、ご相談くだ

さい。 

 

 

●様式第１～３の提出先(問合せ先)  

■愛知県 経済産業局 産業部 産業立地通商課 立地推進グループ  

 TEL <052>954‐6372<ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ> 

 FAX <052>961- 7693 
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様式第４（第11条関係）記載例 

 

産業立地の促進に係る不動産取得税減額等申請書 

年  月  日 

愛知県 ○○  県税事務所長殿 

納税義務者 住 所 
（所在地） 

氏 名                  
（名称及び代表者氏名）                

（電話番号     －    －      ） 

 

産業立地の促進のための不動産取得税の減額等に関する条例施行規則第11条の規定により、次のとおり不

動産取得税の     を申請します。 

 

※次の3項目は対象不動産確認申請書(様式第1)と同内容を原則としますが、本書作成時までに変更があれば、その内容

で記載してください。 

主たる業種 
確認申請書(様式第 1) 

と 原 則 同 内 容 
資本金 

確認申請書(様式第 1) 

と 原 則 同 内 容 
従業員数 

確認申請書(様式第 1) 

と 原 則 同 内 容 

取

得

し

た

不

動

産

の

明

細 

土 
 
 

地 

所    在    地 地  目 地  積 取得年月日 

確認書から転記 
確認書 

から転記 

確認書 

から転記 
 確認書から転記 

  ㎡  
年  月  日 

家 
 
 

屋 

所  在  地 家屋番号 種類及び構造 床 面 積 取得年月日 

確認書から転記 
確認書 

から転記 

確認書 

から転記 

確認書 

から転記 
 確認書から転記 

   ㎡  
年  月  日 

対象事業以外の

事業の用に供す 

る部分の有無 

確認書から転記 
居住の用に供す

る部分の有無 

  

賦

課

の

内

容 

種 別 年 度 納税通知書番号 納  期  限 税  額  

土
地 

 
    

家
屋 

     

確 認 年 月 日 県から発行する確認通知の日付を記載 

還付金の振

込 先 

銀行・信用金庫・ 

口座
（ フ リ

名義
ガ ナ ）

   口座を記載       信用組合・農協      支店 普通・当座 

備
考  

 

○様式第４の提出先(問合せ先)  

 ■各県税事務所(別表参照) 
 

 

県税事務所から送付される納税通知から転記 

減  額 

課税免除 

還  付 

減額 

免除 
申請金額 

確認書から転記 
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様式第５（第11条関係）記載例 

産業立地の促進に係る不動産取得税減額等申請書 

年  月  日  

 愛知県 ○○  県税事務所長殿 
      納税義務者 住   所                

（所在地）                 
氏   名                 
（名称及び代表者氏名）         
（電話番号    ―    ―    ）  

 
 産業立地の促進のための不動産取得税の減額等に関する条例施行規則第11条の規定により、次のとおり 
        減  額 
不動産取得税の 課税免除 を申請します。 
        還  付  
※次の3項目は対象不動産確認申請書(様式第2)と同内容を原則としますが、本書作成時までに変更があれば、その内
容で記載してください。 

主たる業種 確認申請書(様式第 2) 

と 原 則 同 内 容 資本金 確認申請書(様式第

2 )と原則同内容 
従業員数 確認申請書(様式第 2) 

と 原 則 同 内 容 

取得した土地 

の 明 細 

所     在     地 地   目 地  積 取得年月日 

確認書から転記 確認書 

から転記 

確認書 

から転記 
 確認書から転記 

  ㎡  年 月 日 

  対象事業者 
住 所 確認書から転記 

氏名（名称及び
代表者の氏名） 確認書から転記 

  対象家屋 
 

の 明 細 

所   在   地 家屋番号 種類及び構造 床 面 積 取得年月日 

確認書から転記  確認書 

から転記 

確認書 

から転記  確認書から転記 

   ㎡  年 月 日 
対象事業以
外の事業の
用に供する
部分の有無 

確認書から転記 居住の用に供す
る部分の有無 確認書から転記 

賦 課 の 内 容 
年 度 納税通知書番号 納 期 限 税  額  

  年  月  日 円 円 
  年  月  日 円 円 

確 認 年 月 日 県から発行する確認通知の日付を記載 

還 付 金 の 
振 込 先 

銀行・信用金庫・ 
口座
（ フ リ

名義
ガ ナ ）

  口座を記載      信用組合・農協    支店 普通・当座 
備   考  

 

○様式第５の提出先(問合せ先)  

 ■各県税事務所(別表参照) 
 

 

 

減額 
免除 

減額 
免除 

減額 
免除 

申請金額 

県税事務所から送付される納税通知から転記 
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様式第６（第12条関係）記載例 

 

産業立地の促進に係る不動産取得税徴収猶予申告書 

年   月  日 

愛知県 ○○ 県税事務所長殿 

納税義務者 住 所 
（所在地） 

氏 名                 
（名称及び代表者氏名）                 

（電話番号     －     －      ） 

 

産業立地の促進のための不動産取得税の減額等に関する条例第４条第４項の規定により、次のとおり不動

産取得税の徴収猶予を申告します。 

※次の3項目は対象不動産確認申請書(様式第1)と同内容を原則としますが、本書作成時までに変更があれば、その内

容で記載してください。 

主たる業種 
確認申請書(様式第 1) 

と 原 則 同 内 容 
資本金 

確認申請書(様式第 1) 

と 原 則 同 内 容 
従業員数 

確認申請書(様式第1) 

と 原 則 同 内 容 

取得し 

た土地 

の明細 

所    在    地 地  目 地  積 取得年月日 

確認書から転記 
確認書 

から転記 

確認書 

から転記 
 

確認書 

から転記 

  ㎡  
年  月  日 

取得予 

定家屋 

の明細 

所    在    地 種類及び構造 床 面 積 取得予定年月日 

確認書から転記 
確認書 

から転記 

確認書 

から転記 
 

確認書 

から転記 

  ㎡  
年  月  日 

対象事業以外の事

業 の 用 に 供 す 

る 部 分 の 有 無 

確認書から転記 
居住の用に供す

る部分の有無 
確認書から転記 

年 度 納税通知書番号 納  期  限 税  額 徴収猶予すべき金額 

     

確 認 年 月 日 県から発行する確認通知の日付を記載 

備
考 

 

 

○様式第６の提出先(問合せ先)  

 ■各県税事務所(別表参照) 

 

 

 

 

 

 

 

県税事務所から送付される納税通知から転記 
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様式第７（第12条関係）記載例 

産業立地の促進に係る不動産取得税徴収猶予申告書 

年  月  日  

 愛知県 ○○  県税事務所長殿 

      納税義務者 住   所                
（所在地）                 

            氏   名                
（名称及び代表者氏名）          

（電話番号    ―    ―    ）  

 

 産業立地の促進のための不動産取得税の減額等に関する条例第４条第４項の規定により、次の

とおり不動産取得税の徴収猶予を申告します。 

 

※次の3項目は対象不動産確認申請書(様式第2)と同内容を原則としますが、本書作成時までに変更があれば、その内容

で記載してください。 

主たる業種 
確認申請書(様式第 2) 

と 原 則 同 内 容 
資本金 

確認申請書(様式第 2)と

原 則 同 内 容 
従業員数 

確認申請書(様式第 2)

と 原 則 同 内 容 

取得した土地

の明細 

所     在     地 地   目 地  積 取得年月日 

確認書から転記  
確認書 

から転記 

確認書 

から転記 
 確認書から転記 

   
㎡ 

 年 月 日 

  対象事業者 

住 所 確認書から転記 

氏名（名称及び

代表者の氏名） 
確認書から転記 

取得予定家屋 

の 明 細 

所     在     地 種類及び構造 床 面 積 取得予定年月日 

確認書から転記  
確認書 

から転記 

確認書 

から転記 
 確認書から転記 

   
㎡ 

 年 月 日 

対象事業以
外の事業の
用に供する
部分の有無 

確認書から転記 
居住の用に供
する部分の有

無 
確認書から転記 

年 度 納税通知書番号 納 期 限 税  額 徴収猶予すべき金額 

 
 年  月  日 円 円 

確 認 年 月 日 県から発行する確認通知の日付を記載 

備 考  

 

○様式第７の提出先(問合せ先)  

 ■各県税事務所(別表参照) 

 

 

 

 

 

減額 
免除 

県税事務所から送付される納税通知から転記 
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様式第８（第12条関係）記載例 

産業立地の促進に係る不動産取得税徴収猶予申告書 

年  月  日  

 愛知県 ○○  県税事務所長殿 

納税義務者 住   所                 
          （所在地）                 

氏   名                 
                 （名称及び代表者氏名）          

（電話番号    ―    ―    ）  

 産業立地の促進のための不動産取得税の減額等に関する条例第４条第４項の規定により、次のと

おり不動産取得税の徴収猶予を申告します。 

※次の3項目は対象不動産確認申請書(様式第1)と同内容を原則としますが、本書作成時までに変更があれば、その内容

で記載してください。 

主たる業種 
確認申請書(様式第 1) 

と 原 則 同 内 容 
資本金 

確認申請書(様式第 1) 

と 原 則 同 内 容 
従業員数 

確認申請書(様式第1)

と 原 則 同 内 容 

取 得 し

た 家 屋

の明細 

所     在     地 
種類及び構

造 
床 面 積 

取得予定年月

日 

確認書から転記  
確認書 

から転記 

確認書 

から転記 
 確認書から転記 

   
㎡ 

 年 月 日 

対象事業以外
の事業の用に
供する部分の
有 無 

確認書から転記 
居住の用に供
する部分の有

無 
確認書から転記 

年 度 納税通知書番号 納   期   限 税  額 徴収猶予すべき金額 

 
 

年  月  日 円 円 

確 認 年 月 日 県から発行する確認通知の日付を記載 

備 考  

 

○様式第８の提出先(問合せ先)  

 ■各県税事務所(別表参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

県税事務所から送付される納税通知から転記 
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問合せ先 

 

１ 産業立地促進税制の制度全般、様式第１～３の提出先(問合せ先) 

 

■愛知県経済産業局産業部産業立地通商課 立地推進グループ  

 （県庁本庁舎２階）    

  TEL <052>954‐6372<ダイヤルイン> 

  FAX <052>961- 7693  

  

 ２ 様式第４～８、不動産取得税申告書の提出先(問合せ先)  

 

 ■各県税事務所 （電話番号は、不動産取得税担当直通の番号です） 

名  称 

電話番号 
所  在  地 所   管 

名古屋東部県税事務所 

 

052-953-7860 

〒460-8483 

名古屋市中区新栄町2-9 

（スカイオアシス栄内） 

名古屋市千種区・東区・中区・名東

区 

名古屋北部県税事務所 

 

052-531-6306 

〒451-8555  

名古屋市西区城西1-9-2 

 

名古屋市北区・西区・守山区、清須

市、北名古屋市、西春日井郡 

名古屋西部県税事務所 

 

052-362-3216 

〒454-8503  

名古屋市中川区中郷1-3 

 

名古屋市中村区・中川区・港区  

名古屋南部県税事務所 

 

052-682-8925  

〒456-8558  

名古屋市熱田区森後町8-22 

 

名古屋市昭和区・瑞穂区・熱田区・

南区・緑区・天白区、豊明市、日進

市、長久手市、愛知郡 

東 尾 張 県 税 事 務 所 

 

0568-81-3769 

〒486-8515  

春日井市鳥居松町3-65 

 

瀬戸市、春日井市、犬山市、江南市、

小牧市、尾張旭市、岩倉市、丹羽郡 

西 尾 張 県 税 事 務 所 

 

0586-45-3158 

〒491-8506  

一宮市新生2-21-12 

 

一宮市、津島市、稲沢市、愛西市、

弥富市、あま市、海部郡  

知 多 県 税 事 務 所 

 

0569-89-8175 

〒475-8505  

半田市出口町1-36 

（知多総合庁舎内） 

半田市、常滑市、東海市、大府市、

知多市、知多郡  

西 三 河 県 税 事 務 所 

 

0564-27-2715 

〒444-8503  

岡崎市明大寺本町1-4 

（西三河総合庁舎内） 

岡崎市、碧南市、刈谷市、安城市、

西尾市、知立市、高浜市、額田郡  

豊田加茂県税事務所 

 

0565-32-7484 

〒471-8537  

豊田市元城町4-45 

（豊田加茂総合庁舎内） 

豊田市、みよし市  

東 三 河 県 税 事 務 所 

 

0532-35-6128 

〒440-8528  

豊橋市八町通5-4 

（東三河県庁（東三河総合庁舎内）） 

豊橋市、豊川市、蒲郡市、新城市、

田原市、北設楽郡 
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